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Ⅴ 
行財政基盤強化戦略 

県政の着実な推進のためには、将来にわたって持続可能で揺

るぎない行財政基盤づくりが不可欠であるとの認識の下、効率

的な行政運営や財政基盤の強化に取り組みます。 

⑮ 持続可能な行財政基盤強化プロジェクト 

突破 
プロジェクト 
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将来にわたって持続可能で揺るぎない行財政基盤を確立するため、効率的で質の高い行政運営

の基盤づくりを進めるとともに、一般分の県債残高の縮減など財政基盤の強化を推進します。 

 

 

〔職員数の状況〕 

 ○出先機関の再編や総務事務の集中化などにより、組織の簡素化・効率化を推進してい 

ます。 

○また、産業戦略の推進など、当面する主要課題に対応するための必要な見直しを図り 

ながら、適正な定員管理を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔人材育成と組織の活性化〕 

○平成 20年 3月に「山口県人材育成基本方針*」を改定し、県政の担い手である職員一人

ひとりが高い能力を身につけ、組織のパフォーマンスが発揮できるよう職員の能力開

発や組織力の強化を推進しています。 

 

〔地方の自主性・自立性の向上〕 

○元気で活力ある地域を創るためには、地方がその個性や資源を活かし、自らの創意工 

夫で特色ある地域づくりを進め、多様な課題に的確に対応した行政を行うことができ 

るよう、地方分権を進めていく必要があります。 

○県では、住民に身近な行政はできる限り住民に身近な市町で処理することを基本に、 

市町に対する権限移譲を積極的に推進しています。 

 ○公共施設等の老朽化が顕在化してきており、近い将来、多くの施設が順次修繕・更新 

時期を迎え、多額の経費が必要になることが見込まれる中、厳しい財政状況を踏まえ、 

公共施設等の長寿命化や統廃合、利活用促進を計画的かつ効率的に推進し、財政負担 

の軽減・平準化を図っていくことが必要となっています。 

 

 

持続可能な行財政基盤強化プロジェクト 

突破プロジェクト 15 

 

 

１ 現状と課題 

（資料）県総務部 
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［歳入決算の推移］ 

〔山口県の財政状況〕 

 ○県税収入が伸び悩む中、公債費（県債の元金の償還、利子の支払いに充てられる経費） 

や社会保障関係経費が増加するなど、県財政は大変厳しい状況にあります。 

 ○近年の歳入・歳出の決算状況は次のとおりであり、自主財源の確保や義務的経費の縮 

減に向けた取組を強化することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔独自の財源確保対策〕 

○山口県では、産業廃棄物税*（平成 16 年度導入）や、やまぐち森林づくり県民税*（平

成 17年度導入）等の導入を行うとともに、インターネット公売等を活用した未利用財

産等の売却、企業広告の導入、保有財産の効果的な活用等を推進しています。 

 

〔一般分の県債残高の縮減〕 

 ○将来世代に過大な負担を残すことのないよう、公共事業等の投資水準の適正化、その 

財源となる一般分の県債発行の抑制に努めています。 

 

〔主な課題〕 

 ○今後も、公債費や社会保障関係経費の財政需要が多額にのぼるなど、引き続き、厳し 

い財政状況が見込まれることから、持続可能な財政基盤の構築に向け、更なる取組を 

強力に進めることが必要です。 

 

 

簡素で効率的な組織づくりを進めるとともに、職員の能力向上や組織の活性化の取組を

強化し、効率的で質の高い行政運営を目指します。 

また、一般分の県債残高の着実な縮減や、財源調整用基金残高の確保に努めるなど、持

続可能な財政構造の確立を進めます。 

 

 

63 効率的で質の高い行政運営の基盤づくり 

64 持続可能な財政構造の確立 

 

［歳出決算の推移］ 

２ 今後の展開 

３ 重点施策 

（資料）県総務部 
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名  称 現状値(H25) 目標値(H29) 

県から市町への権限移譲事務パッケージ数（累計) 117パッケージ 142パッケージ 

一般分の県債残高 8,236 億円 減少させる 

財源調整用基金残高 
108億円 

（H26年度末見込） 
100億円以上確保 

 

 

○ 山口県人材育成基本方針         ○ 外郭団体見直し実施計画 

 

 

県  民 
○一人ひとりが暮らしやすいまちづくりや地域づくりに関心を持ち、自治体の運営に 

自主的・主体的に参加、協力する。 

市  町 

○地域の特性や資源を活かし、自らの創意工夫で特色ある地域づくりを進め、多様な

課題に的確に対応した行政を推進する。 

○住民に身近な行政はできる限り住民に身近な市町が提供するという視点に立って、

県からの権限移譲に積極的に対応する。 

  

４ 活力指標 

５ 関連する県の計画 

６ 県民等に期待する役割 



（突破プロジェクト15）持続可能な行財政基盤強化プロジェクト 
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重点施策 63 効率的で質の高い行政運営の基盤づくり 

チャレンジポイント 

 

 
 

施策の方向 

行政課題に即した簡素で効率的な組織体制の整備 

○退職の動向や行政需要を踏まえた計画的な定員管理を推進 

○こども・子育て支援の推進や観光力の強化など、県政の主要課題に即した組織体制の見直し 

○「外郭団体見直し実施計画」を策定し、派遣職員の引揚げや団体運営の透明性向上等を促進 
 

人材育成 

○本県がめざす県づくりの方向性を今後の人材育成に反映するため、「山口県人材育成基本方 

針」を改定 

○市町との連携強化や民間における先進的な取組の導入を図るため、市町や民間企業等との多 

 様な人事交流を拡大 

○女性管理職の積極的登用や女性が働きやすい環境づくりの推進（再掲:P131） 
 

組織の活性化 

○「現場重視・成果重視・スピード重視」 

 の意識を職員一人ひとりに浸透させ、県 

民満足度の向上及び生産性の高いサービ 

スをめざす『３重視運動』を展開 

○知事・幹部職員と若手職員等との意見交 

換を積極的に実施するなど、職員一人ひ 

とりがいきいきと力を発揮できる自由闊 

達な組織風土の醸成 

 

市町への権限移譲の推進 

○住民に身近な行政はできる限り住民に身近な市町で処理することを基本に、市町の自主性・

主体性に十分配慮しながら、県から市町に対する権限移譲を推進 

 

 

年次スケジュール 

取  組 H26 H27 H28 H29 

行政課題に即した簡素で効率的

な組織体制の整備 

    

人材育成 

    

組織の活性化     

市町への権限移譲の推進     

 

山口県人材育成 

基本方針の改定 

県政の主要課題に即応した組織体制の見直し 

計画的な定員管理の推進 

外郭団体見直し
実施計画の策定 

派遣職員の引揚、団体運営の透明性向上等を促進 

市町や民間企業等との人事交流の拡大 

行政課題に即した簡素で効率的な組織体制の整備に努めるとともに、人材育成や組織の活性

化に向けた取組を強化し、効率的で質の高い行政運営の基盤を構築します。 

●女性の活躍促進に係る行動計画の策定、意見交換会やアンケートの実施 
 
 

女性管理職の積極的登用、女性が働きやすい環境づくり 

『３重視運動』の展開 

市町の自主性・自立性を高める権限移譲の推進 



（突破プロジェクト15）持続可能な行財政基盤強化プロジェクト 
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重点施策 64 持続可能な財政構造の確立 

チャレンジポイント 

 

  

 

施策の方向 

一般分の県債残高の縮減 

○財政硬直化の要因となる公債費負担の軽減を図り、財政運営の健全性と自由度を高めるため、 

公共事業等の財源に充当し、県の判断で発行できる一般分の県債残高の縮減を推進 
 

財源調整用基金（財政調整基金、減債基金等）残高の確保 

○歳入・歳出両面にわたる財源確保の取組等により、年度間の財源調整や災害発生時等の突発 

 的な財政需要等に対応し得る、一定規模の基金残高を確保 
 

長期的な視点に立った公共施設等の適正配置と長寿命化対策の推進 

○公共施設等の総合的なマネジメントを推進するため、「公共施設等総合管理計画
*
」(仮称)

を策定し、全庁一元的な管理体制を構築 

○公共土木施設等の老朽化対策の推進(再掲：P143) 

・高度経済成長期に集中的に整備された社会インフラの老朽化対策として、個別施設ごとの 

 長寿命化を含めた管理計画を策定し、維持管理費の縮減や更新費用の平準化を推進 
 

未利用財産売却の推進 

○未利用財産処分計画（計画期間：平成 25～27年度）に基づいた売却を推進するとともに、 

 新たに発生する未利用財産等についても、的確な把握に努め、積極的な売却を推進 
 

 【予算規模、県債残高及び基金残高の推移】 

 

  
     

 

       

       

       
 ※ 26年度の予算規模は６月補正後、26年度の県債残高及び基金残高は見込み 

 

年次スケジュール 

取  組 H26 H27 H28 H29 

一般分の県債残高の縮減     

財源調整用基金残高の確保     

長期的な視点に立った公共施設
等の適正配置と長寿命化対策の
推進 

    

未利用財産売却の推進     
 

一般分の県債残高の着実な縮減や、財源調整用基金残高の確保に努めるなど、持続可能な財

政構造の確立を進めます。 

財源調整用基金残高の確保 

一般分の県債残高の縮減 

公共施設等総合 
管理計画の策定 

個別施設毎の長寿命化等管理計画の策定 
計画に基づく維持管理等 

未利用財産処分計画期間 新たに発生する未利用財産等の売却 

491 487 485 562 517 483 436 283 136 117 368 236 197 240 108 

8,466 8,279 
7,923 7,784 7,628 7,457 7,305 7,208 7,102 7,141 7,112 7,464 6,952 6,933 6,866 

9,761 10,074 10,601 11,022 11,136 11,267 11,403 11,334 11,504 11,946 12,363 12,604 12,740 12,833 13,020 
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年度末基金残高 当初予算規模 年度末県債残高 億円 億円 

（資料）県総務部 


